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１  総合評価方式の概要・意義  

 

  平成１７年４月１日に施行された「公共工事の品質確保の促進に関

する法律」で「公共工事の品質確保が、良質な社会資本の整備を通じ

て、豊かな国民生活の実現及びその安全性の確保、環境の保全、自立

的で個性豊かな地域社会の形成等に寄与するものであるとともに、現

在及び将来の世代にわたる国民の利益であることにかんがみ、公共工

事の品質確保の促進を図る」と規定されている。  

 

  価格と品質が総合的に優れた公共工事を実施する手法として、総合

評価方式を適用することにより、公共工事の施工に必要な技術的能力

を有する者が施工することになり、品質の確保が図られ、工事目的物

の性能・機能の向上、長寿命化、維持修繕費の縮減、施工不良の未然

防止等による総合的なコストの縮減、交通渋滞対策、環境対策、事業

効果の早期発現等が効率的かつ適切に図られることにより、現在かつ

将来の市民に利益がもたされることと、技術と経営に優れた健全な建

設業が育成されることが期待される。  

 

  「旭市総合評価方式ガイドライン」は、旭市が総合評価方式を実施

するにあたり、実施方針及び評価方法等について  とりまとめたもの

である。  

 

 本ガイドラインは、今後とも受発注者からの意見等を考慮するとと

もに、各法令の改正等に合わせて改正することとし、実施方針、評価

方法等の改善・向上、さらには、事務処理の軽減を図るものとする。 

 

２  総合評価方式によるメリット  

 

 ⑴  価格と品質が総合的に優れた調達により、優良な社会資本整備を

行うことができる。  

 

 ⑵  必要な技術的能力を有する建設業者のみが競争に参加することに
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より、ダンピングの防止、不良・不適格業者の排除ができる。  

 

 ⑶  技術的能力を審査することにより、建設業者の技術力向上に対す

る意欲を高め、建設業者の育成に貢献することができる。  

 

 ⑷  価格と品質の二つの基準で業者を選定することから、談合防止に

一定の効果が期待できる。  

 

 ⑸  総合評価方式の活用により、地域の建設業者の役割を適切に評価

することも可能となり、一般競争入札の導入・拡大を進めやすくな

ることから透明性の確保が図れ、納税者の理解を促進することがで

きる。  

 

３  旭市総合評価方式の実施方針  

 

⑴  設計額１億円以上（税込）の工事のうち、入札価格及び価格以外

の要素（以下「技術的要件」という。）を一体として評価することが

妥当と認められる工事とする。  

 

⑵  「特別簡易型 ※」により実施し、評価値の算定方法は、価格当たり

の工事品質を求める「除算方式」とする。  

 

※特別簡易型  

   技術的な工夫の余地が小さい一般的な工事において、同種工事の

施工実績、経験や工事成績等について記述した技術資料の提出を求

め、定量化された評価項目と入札価格を総合的に評価する方式。  
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４  実施手順  ※太枠は総合評価方式に係る業務  

入札参加資格委員会（ 1 回目）  

↓  

入札参加資格要件の設定資料の作成  

↓  

総合評価項目の作成  

↓  

学識経験者からの意見聴取（１回目）  

↓  

入札参加資格委員会（２回目）  

↓  

入札公告  

↓  

設計図書等の閲覧  

↓  

技術資料の受付（確認を含む）  

資格確認資料の受付（確認を含む）  

↓  

技術資料のとりまとめ  

資格確認資料のとりまとめ  

↓  

学識経験者からの意見聴取（２回目）  

↓  

入札参加資格委員会（３回目）  

↓  

資格確認結果通知  

↓  

入札  

↓  

低入札価格調査  

入札参加資格委員会（４回目）  

↓  

落札者の決定  

 

価 格 以 外 の 評 価 を ど の 項 目 に つ い

て行うか決めます。  

上記で作成された項目の内容につ

いて、学識経験者の意見を聴取し

ます。このとき、落札者を決定しよ

うとするときに改めて意見を聴く

必要があるかを聴取します。  

入 札 参 加 資 格 要 件 及 び 上 記 で 決 め

た評価項目について、内容を審査し

ます。  

審 査 項 目 を 評 価 す る た め の 資 料 を

受け付けるとともに、漏れの有無を

確認します。  

評価項目の内容について、提出され

た資料を基に評価します。  

（改めて意見を 聴く 必要がある と

された場合）  

評価された技術 資料 の内容につ い

て、意見を聴取します。  

入 札 参 加 資 格 確 認 及 び 提 出 さ れ た

技 術 資 料 の 評 価 に つ い て 審 査 し ま

す。  

発 注 案 件 が 総 合 評 価 方 式 に 該 当 す

るかを判断します。  

（調査基準価格を下回る入札があ

った場合）  

低入札価格調査を行います。その

結果を委員会へ報告し、意見を聴

取します。  
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５  実施手順ごとの解説  

総合評価実施要綱：旭市建設工事総合評価方式実施要綱     

 一般競争入札要綱：旭市建設工事に係る一般競争入札実施要綱  

 低 入 札 実 施 要 綱：旭市低入札価格調査実施要綱  

 

 ⑴  入札参加資格委員会（１回目）  

   設計額１億円以上（税込）の工事のうち、技術的要件を一体とし

て評価することが妥当と認められるかを判断する。  

＠総合評価要綱第２条、一般競争入札要綱第２条  

 ⑵  総合評価項目の作成  

   別に示す価格以外の評価項目及び評価基準（以下「落札者決定基

準」という。）を標準として評価項目を設定する。  

＠総合評価要綱第３条、一般競争入札要綱第３条・第５条  

 ⑶  学識経験者の意見聴取（１回目）  

落札者決定基準（案）について、学識経験者から意見を聴取する。

この時に、学識経験者からは、２回目の意見聴取（落札者基準に基

づいて落札者を決定しようとするとき）が必要かどうかの意見も聴

取する。     

＠総合評価要綱第４条  

 ⑷  入札参加資格委員会（２回目）  

   入札参加資格要件及び落札者決定基準（案）について、旭市建設

工事等入札参加資格委員会で審査する。  

＠総合評価要綱第３条  

 ⑸  入札公告  

落札者決定基準・技術資料を求める内容を入札公告文に明示し、

公告する。    

＠総合評価要綱第５条、一般競争入札要綱第６条、旭市財務規則第１２８条  

 ⑹  設計図書の閲覧  

   入札公告文に記載されたとおりとする。  

＠一般競争入札要綱第６条・第８条  

 ⑺  技術資料及び資格確認資料の受付  

   入札公告文で求めた資料は、別添に定められた様式により、ちば

電子調達システムで受付する。  
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＠総合評価要綱第６条、一般競争入札要綱第６条  

 ⑻  技術資料及び資格確認資料のとりまとめ  

   提出された資料をとりまとめ、整理するとともに、公正に評価し、

技術評価（案）を作成する。  

＠総合評価要綱第６条・第１２条、一般競争入札要綱第９条  

 ⑼  学識経験者の意見聴取（２回目）  

   落札者決定基準（案）について、１回目の意見聴取をした際に、

改めて意見を聴く必要があるとされた場合に実施する。  

＠総合評価要綱第４条  

 ⑽  入札参加資格委員会（３回目）  

   入札参加資格確認申請書及び評価した技術評価（案）について、

旭市建設工事等入札参加資格委員会で審査する。  

＠総合評価要綱第８条、一般競争入札要綱第９条  

 ⑾  資格確認結果通知  

   入札参加資格委員会の審査結果を踏まえ、確認結果通知書により

通知する。  

＠一般競争入札要綱第１０条  

 ⑿  入札  

   一般競争入札を実施する。総合評価方式による一般競争入札の技

術的要件については、設定された各評価項目に応じて得点を与える。 

＠一般競争入札要綱第１２条  

 ⒀  低入札価格調査  

   調査基準価格を下回る入札があった場合は、旭市低入札価格調査

実施要綱に基づき調査を実施する。その調査結果を入札参加資格委

員会へ報告し、その意見を踏まえ失格判定基準に該当するか否かを

決定する。  

＠総合評価要綱第１０条、低入札実施要綱  

 ⒁  落札者の決定  

  ①  技術評価点（標準点＋加算点）を入札価格で除して、評価値を

算出する。  

  ②  次の要件に全て該当する者のうち評価値の最も高い者を落札者

とする。  
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   ア  入札価格が予定価格を超えていないこと。  

  イ  低入札価格調査要綱により当該入札が無効または失格では

ないこと。  

  ③  評価値の最も高い者が２者以上あるときは、くじ引きにより落

札者を決定する。  

＠総合評価要綱第１１条、低入札実施要綱  

 

６  評価項目・配点等  

 ⑴  評価項目  

   総合評価方式における技術力に係る評価は、別に示す評価項目及

び評価基準により行う。  

   当該評価項目以外にも、工事の特性に合わせた評価項目を追加設

定できるほか、工事内容等により適正な評価が困難な項目などにつ

いて、適宜変更又は削除できるものとする。  

 

 ⑵  配点等  

   ガイドラインに示されている配点以外（評価項目・評価基準含む）

を設定するときは、学識経験者からの意見聴取と入札参加資格委員

会の審査を実施する。  
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７  評価項目及び評価基準  

区分  項目  細    目  配点  
配点

細目  
評  価  基  準  

企  

業  

の  

技  

術  

力  

企  

業  

の  

施  

工  

能  

力  

過去５か年度に引渡しの済んだ

同種工事の施工実績  

１０  

３  
実績あり（３点）  

実績なし（０点）  

旭市又は千葉県発注工事におけ

る過去５か年度に引渡しの済ん

だ同一工種での工事成績  

（４件まで申請可能）  

４  

80 点以上 (1 点 /件 ) 

75 点以上 80 点未満 (0.75 点 /件）  

70 点以上 75 点未満 (0.5 点 /件 ) 

65 点以上 70 点未満 (0.25 点 /件 ) 

65 点未満・成績なし (0 点 ) 

旭市発注工事における過去２か

年度の事故及び不誠実な行為  

０  

～  

－４  

なし（０点）  

文書注意（ -２点）  

指名停止（ -４点）  

ＩＳＯ１４００１及びＩＳＯ４

５００１の認証取得状況  
２  

双方の取得あり（２点）  

いずれかの取得あり（ 1 点）  

取得なし（０点）  

建設キャリアアップシステム

(CCUS)の登録  
１  

取得あり（ 1 点）  

取得なし（０点）  

配  

置  

予  

定  

技  

術  

者  

の  

能  

力  

過去５か年度に引渡しの済んだ

同種工事の施工実績  

７  

３  

技術者として実績あり (３点 ) 

現場代理人として実績あり (２

点 ) 

実績なし (０点 ) 

旭市又は千葉県発注工事におけ

る過去５か年度引渡しの済んだ

主任（監理）技術者として施工

した同一工種での工事成績  

（２件まで申請可能）  

４  

80 点以上 (2 点 /件 ) 

70 点以上 80 点未満 (1 点 /件 ) 

70 点未満・成績なし (0 点 ) 

企  

業  

の  

信  

頼  

性  

・  

社  

会  

性  

地  

域  

精  

通  

度  

・  

地  

域  

貢  

献  

度  

過去５か年度に引渡しの済んだ

旭市内での公共工事の施工実績  

４  

１  
実績あり（１点）  

実績なし（０点）  

旭市内に建設業法に基づく本店

の有無  
１  

本店がある（１点）  

支店がある（０．５点）  

なし（０点）  
過去５か年度に旭市との災害協

定に基づく災害対応の活動実績

の有無  

１  
実績あり（１点）  

実績なし（０点）  

過去２か年度に旭市が管理する

公共施設等での地域美化活動の

ボランティア実績  

１  
実績あり（１点）  

実績なし（０点）  

社  

会  

性  

若手技術者（３５歳未満）及び

女性技術者の雇用状況  

４  

２  

双方の雇用あり（２点）  

いずれかの雇用あり（ 1 点）  

雇用なし（０点）  

障害者の雇用状況  １  
雇用あり（ 1 点）  

雇用なし（０点）  

建設業労働災害防止協会の加入

の有無  
１  

加入あり（ 1 点）  

加入なし（０点）  

合     計  ２５    
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８  評価項目及び評価基準の詳細  

①  企業の施工能力  

評  価  項  目  評  価  基  準  

過去 5 か年度に引渡しの済んだ同種工事の施工実績  ・実績あり  

・実績なし  1) 過去 5 か年度とは、当該工事を入札公告する前年度か

らの過去 5 か年度に、当該年度の入札公告の日までを加

えた期間とする。  

2) 同種工事を元請として施工した実績（共同企業体の構

成員の場合は出資比率 30％以上）により評価する。  

3) 実績とは、国土交通省、他省庁、独立行政法人等、都道

府県、道路公社、まちづくり公社、土地開発公社、下水道

公社、住宅供給公社、農業開発公社、政令指定都市及び市

町村の発注する工事をいう。  

旭市又は千葉県発注工事における過去 5 か年度に引渡

しの済んだ同一工種での工事成績  

・ 80 点以上  

・ 75 点以上 80 点未満  

・ 70 点以上 75 点未満  

・ 65 点以上 70 点未満  

・ 65 点未満  

・成績なし  

1) 過去 5 か年度とは、当該工事を入札公告する前年度か

らの過去 5 か年度に、当該年度の入札公告の日までを加

えた期間とする。  

2) 過去の工事成績評定点（共同企業体の構成員の場合は

出資比率 30％以上）により評価する。（ 4 件まで申請可

能）  

3) 申請する工事成績は工事成績評定が行われた工事とす

る。  

旭市発注工事における過去 2 か年度の事故及び不誠実

な行為  

・措置なし  

・文書注意  

・指名停止  1) 過去 2 か年度とは、当該工事を入札公告する前年度か

らの過去 2 か年度に、当該年度の入札公告の日までを加

えた期間とする。  

2) 文書注意は、文書注意日、指名停止は指名停止期間を

対象とする。（共同企業体の構成員の場合は出資比率 30％

以上の工事での措置を評価する。）  

ISO14001 及び ISO45001 の認証取得状況  ・双方の取得あり  

・いずれかの取得あり  

・取得なし  
1)  登録証の写しを提出する。  

2）  入札公告の日までの認証取得を対象とする。  

建設キャリアアップシステム (CCUS)の登録  ・登録あり  

・登録なし  1) 事業者登録及び有効期限が確認できる書類を提出する。 

2）  入札公告の日に有効な登録を対象とする。  
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②  配置予定技術者の能力  

評  価  項  目  評  価  基  準  

過去 5 か年度に引渡しの済んだ同種工事の施工経験  ・技術者の実績あり  

・現場代理人の実績あ

り  

・実績なし  

1) 過去 5 か年度とは、当該工事を入札公告する前年度か

らの過去 5 か年度に、当該年度の入札公告の日までを加

えた期間とする。  

2) 同種工事を元請の技術者（主任技術者、監理技術者）、

現場代理人として施工した経験（共同企業体の構成員の

場合は出資比率 30％以上）により評価する。  

3) 技術者が途中変更していた場合は、従事期間が最も長

い技術者のみ評価する。  

4) 実績とは、国土交通省、他省庁、独立行政法人等、都道

府県、道路公社、まちづくり公社、土地開発公社、下水道

公社、住宅供給公社、農業開発公社、政令指定都市及び市

町村の発注する工事をいう。  

旭市又は千葉県発注工事における過去 5 か年度に主任

（監理）技術者として引渡しの済んだ同一工種での工

事成績  

・ 80 点以上  

・ 70 点以上 80 点未満  

・ 70 点未満  

・成績なし  1) 過去 5 か年度とは、当該工事を入札公告する前年度から

の過去 5 か年度に、当該年度の入札公告の日までを加え

た期間とする。  

2) 同一工種を元請の技術者（主任技術者、監理技術者）

として施工した経験（共同企業体の構成員の場合は出資

比率 30％以上）により評価する。（ 2 件まで申請可能）  

 ③  地域精通度・地域貢献度  

評  価  項  目  評  価  基  準  

過去 5 か年度に引渡しの済んだ旭市内での公共工事の

施工実績  

・実績あり  

・実績なし  

1) 過去 5 か年度とは、当該工事を入札公告する前年度から

の過去 5 か年度に、当該年度の入札公告の日までを加え

た期間とする。  

2) 公共工事を元請として施工した実績（共同企業体の構成

員の場合は出資比率 30％以上）により評価する。  

3) 公共工事とは、国土交通省、他省庁、独立行政法人等、

都道府県、道路公社、まちづくり公社、土地開発公社、下

水道公社、住宅供給公社、農業開発公社、政令指定都市及

び市町村の発注する工事をいう。  

旭市内の建設業法に基づく本店又は支店の有無  ・本店あり  

・支店あり  

・なし  
1) 旭市内の本店又は支店の有無により評価する。  

過去 5 か年度の災害協定に基づく出動実績の有無  ・実績あり  

・実績なし  1) 過去 5 か年度とは、当該工事を入札公告する前年度から

の過去 5 か年度に、当該年度の入札公告の日までを加え

た期間とする。  

2) 旭市との災害協定に基づく出動実績の有無により評価

する。  

過去 2 か年度の旭市が管理する公共施設での地域美化

活動等のボランティア実績  

・実績あり  

・実績なし  

1) 過去 2 か年度とは、当該工事を入札公告する前年度か

らの過去 2 か年度に、当該年度の入札公告の日までを加

えた期間とする。  
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2) 会社として行ったボランティアを対象とする。職制を

離れ、個人として活動したボランティア活動については

対象外とする。  

④  社会性  

評  価  項  目  評  価  基  準  

若手技術者（ 35 歳未満）及び女性技術者の雇用状況  ・双方の雇用あり  

・いずれかの雇用あり  

・雇用なし  
1) 入札公告の日に 3 か月以上の雇用関係があり、技術検定

合格証明書等、建設業法で規定する主任技術者者を評価
する。  

2) 35 歳未満の女性技術者を雇用している場合は、当該技
術者 1 名の申請で 2 点とする。  

障がい者の雇用状況  ・雇用あり  

・雇用なし  1) 法定雇用義務がある者は法定雇用率に 1 ポイントを加
えた率で障がい者を雇用している場合に評価する。  

2) 法定雇用義務がない者は障がい者を雇用している場合
に評価する。  

建設業労働災害防止協会の加入の有無  ・加入あり  

・加入なし  1) 建設業労働災害防止協会に加入している場合に評価す
る。  

※工事内容により、評価項目を追加、変更又は削除することができる。  
※ＪＶ発注における配点は、構成員ごとに評価し、出資比率で按分し算出する。

ただし、按分によりがたい項目は案件毎に定めることができる。  
 
 
９  技術評価  

 ⑴  記載事項の確認  

   入札参加者から提出された技術資料の記載事項について、添付資

料や契約担当課のデータ等を活用して確認し採点する。  

 

 ⑵  技術資料提出後の修正  

   技術資料の提出期限後においては、提出された技術資料の訂正、

差替え及び再提出を認めないものとする。ただし、提出された技術

資料の内容について入札参加者に対して聴き取りを行ったときは、

この限りではない。  

 

１０  技術審査  

 ⑴  入札参加資格委員会による審査  

  ①  技術資料の審査及び技術評価（案）の作成にあたっては、契約

担当課が行う。  

  ②  契約担当課で作成した技術評価（案）を入札参加資格委員会で

審査する。  

（注意）技術評価（案）の作成及び入札参加資格委員会時は、恣意性を
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排除し、中立かつ公正な技術資料の審査を適切に行うため、評価

調書の会社名等が特定できない匿名（Ａ社・Ｂ社・・・）で行う。

また、秘密保持のため配付資料については回収する。  

 

 ⑵  不適正な事項に対応する措置  

  ①  技術資料が提出されない場合は、応札の意思がないものとして

失格とする。  

  ②  提出された技術資料に不備があった場合、訂正を求めることな

く、関係する評価項目の得点を与えない。  

③  提出された資料の不誠実が明確であるときは、失格とする。  

 

１１  学識経験者の意見聴取  

総合評価方式における技術資料等に対し、中立かつ公正な審査・評

価等を行うため、学識経験者への意見聴取の場を設置する。  

 

 ⑴  落札者決定基準についての意見聴取  

   落札者決定基準を定めようとするときは、評価項目などについて

学識経験者の意見を聴取する。  

   このとき、落札者を決定しようとするときに改めて意見を聴く必

要があるかどうかについての意見を聴取する。  

   意見聴取は、契約担当課で実施する。なお、秘密保持のため、配

付資料は回収する。  

   意見聴取の結果を、入札参加資格委員会へ報告する。  

 

 ⑵  技術資料の審査についての意見聴取  

   落札者の決定にあたっては、落札者決定基準意見聴取の際に、改

めて意見を聴く必要があるとされた場合、学識経験者の意見聴取を

する。なお、秘密保持のため、配付資料は回収する。  

   意見聴取の結果を、入札参加資格委員会へ報告する。  
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１２  評価方法  

 ⑴  評価値算定方式  

   除算方式により実施する。  

 

 ⑵  加算点の算出  

   加算点は、評価項目配点の合計を換算した得点とする。この場合、

評価項目配点の合計が最高の入札参加者に、加算点の満点を与え、

他の入札参加者は按分して加算点を与える。このときに、加算点は

小数点以下第３位まで算出（小数点以下第４位は切捨て）する。  

   加算点の満点は、２０点とする。  ※⑹評価算出フローの③参照  

  

⑶  技術評価点の考え方  

   技術評価点は、標準点に加算点を加えたものとし、標準点は、  

１００点とする。  

技術評価点＝標準点（ 100 点）＋加算点（小数点以下第３位まで）  

 

 ⑷  評価値の算出と落札者の決定  

   入札価格が予定価格の制限の範囲内にあるもののうち、評価値の

最も高い者を落札者とする。  

   評価値の算出方法は除算方式とし、技術評価点を入札価格で除し

て算出する。  

 

 ⑸  評価値の計算  

   技術評価点を入札価格で除して、評価値を算出する。このときに、

評価値は整数部１桁、小数点以下第４位まで算出（小数点以下第５

位は切捨て）する。  

 

 ⑹  評価算出フロー  

 Ａ社    Ｂ社  Ｃ社  

①  評価項目ごとの配点を合計  １４  １０  ６  

評価値＝技術評価点／入札価格＝（標準点＋加算点）／入札価格×10
n
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②  加算点を算出する  

ア  評 価 項 目 配 点 合 計 の 最 高

者に加算点の満点（ 20 点）を

与える  

イ  他 の 者 は 評 価 項 目 配 点 合

計 に 応 じ て 加 算 点 を 按 分 す

る  

最高者  

＝ 20.000 

20×10/14

＝ 14.285 

20×6/14 

＝ 8.571 

③  技術評価点を算出する  

 （標準点＋加算点）  
120.000 114.285 108.571 

入札価格  50,000 千円  48,000 千円  46,500 千円  

④  評価値を算出する  

（技術評価点 /入札価格）×10
n
 

2.4000 2.3809 2.3348 

⑤  評価 値の 最高 者 が落 札者 と

なる  
１位＝落札  ２位  ３位  

 

１３  その他  

 ⑴  情報公開  

  ①  入札前  

    手続きの透明性・公平性を確保するため、入札の評価に関する

基準及び落札者の決定方法等について、あらかじめ入札公告等に

おいて明らかにすること。  

  ②  落札者決定後  

    総合評価方式により落札者を決定したときは、入札参加者の技

術評価点及び評価値等を公表するものとする。  

    

 ⑵  不服審査  

   市長は、入札参加者から技術資料等の評価理由についての説明を

求められた場合は、旭市建設工事総合評価方式実施要綱第１４条に

より、その内容を審査し、回答するものとする。  

 

 ⑶  低入札価格調査  

   調査基準価格を下回る入札があった場合は、旭市低入札価格調査

実施要綱に基づき調査を実施する。  

 

平成３０年１２月策定  

令和７年６月改正  
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◆低入札価格調査フロー
要綱…旭市低入札価格調査実施要綱

調査基準価格により見積総額をチェック

（要綱第3条）

1位の者が

1位の者が

調査基準価格未満

（要綱第6条）

価格失格判定基準により内訳書の各経費をチェック

（要綱第4条第1項第1号）

全てクリア いずれか１つでも下回る

（要綱第7条）

書類提出通知

提出無し又は

書類提出有り 提出書類に変わる届出の提出

（要綱第8条）

（要綱第10条）

該当しない 該当する

調査対象外
調査基準価格以上

入札執行

落札者決定

落札者決定保留

低入札価格調査

委員会審査

失格

調査実施 無効

入札参加資格委員会
へ調査結果報告

失格

価格以外の失格判定基準

（要綱第4条第1項第2号）

ア 直接工事費 予定価格算出基礎の97/100

イ 共通仮設費 〃 90/100

ウ 現場管理費 〃 90/100

エ 一般管理費等 〃 68/100

ア 直接工事費 予定価格算出基礎の75/100

イ 共通仮設費 〃 70/100

ウ 現場管理費 〃 70/100

エ 一般管理費等 〃 30/100


